
I.　は じ め に

　近年，日本各地で豪雨災害が頻発している。日降水
量 100 mm，200 mm以上の年間の日数はともに増加
傾向であり1），都市地域と農村地域に関係なく，各地
で甚大な経済的損失が発生している。農林水産省は「農
業農村整備の新たなフロンティア」の中で，多様な主
体が住み続けられる農村の振興に向けて，「災害に強
い安全・安心な農村の構築」を取組みの一つに挙げて
いる2）。中山間地域をはじめとする農村における人口
減少を抑制し，新たな住民を獲得するためには，農業
生産現場ならびに生活空間としての防災力強化が不可
欠である。
　農村地域における洪水被害の軽減策として，水田が
有する雨水貯留機能を活用する取組みが注目されてい
る。特に，水田の水尻に堰板を設置することで河川へ
の排水を抑制する田んぼダムの取組みは，河川流量の
減少に寄与することが明らかになっている3）。ただし，
既往研究では 20～50 mm/hの小中規模降雨を対象と
しており，近年増加傾向にある豪雨に関する知見は得
られていない。
　豪雨災害が頻発している昨今，豪雨時に水田地域内
で発生している雨水貯留機能を定量的に把握し，河川
流量への影響を評価・分析する必要がある。本報では，
平成 30年 7月豪雨（以下，「H30豪雨」という）と
令和元年7月の大雨（以下，「R1豪雨」という）で被
害を受けた福岡県宝満川流域での観測結果をもとに，
田んぼダムの導入が河川流量に及ぼす影響を検討し
た。また，水田畦畔を超える冠水が発生した同一流域
内の水田地域を対象に，冠水時の水田地域全体での貯
水効果を定量的に評価した。

II.　対象とした地域と豪雨の概要

　福岡県を流れる筑後川水系宝満川流域を対象とし
た。筑後川は大分・熊本・福岡・佐賀の4県を流れる
一級河川であり，支流の宝満川はその中流に位置する

福岡県久留米市で合流する（図-1）。久留米市は人口
30万人を超える県内3番目の都市である。
　本研究では，国土交通省水管理・国土保全局が所管
する宝満川端間流量観測点より上流を対象流域（流域
面積1.67万 ha，うち水田面積0.42万 ha）とした（図
-2）。流域上流に位置する傾斜地水田地域の筑紫野地
区（面積 413 ha，うち水田面積 104 ha），ならびに，
下流に位置する低平地水田地域の小郡地区（面積
269 ha，うち水田面積194 ha）を対象地域に設定した。
　筑紫野地区では，同一農家が管理する隣接水田2枚
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図-1　福岡県における筑後川および宝満川の位置図
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をそれぞれ田んぼダム実施区と非実施区に設定し，各
区からの排水量を自記水位計（応用地質社
S&DLmini）で連続観測した。田んぼダム実施区では，
切欠きを施した高さ約 10 cmの落水量調整板を水尻
に設置し，排水を抑制した。急激な湛水位の上昇を抑
えるため，切欠きの幅は下部（1.5 cm）から上部
（15.0 cm）に向かって徐々に広がっており，湛水位
が高くなると排水量が増加する構造となっている。観
測の詳細については樋口らの報告4）に詳しいので本報
では割愛する。小郡地区では，地区末端での幹線排水
路の水位を自記水位計で連続観測した。また，同一地
点に定点カメラ（Brinno社MAC200DN）を設置し，
排水路水位の状況を10分間隔で撮影した。
　分析した豪雨の概要は以下のとおりである。H30
豪雨では 6月 29日～7月 7日の期間に断続的に降雨
が発生した。本報では豪雨期間を降雨1（6月 29日～
7月 1日，総雨量 116 mm），降雨 2（7月 3～4日，
総雨量 109 mm），降雨 3（7月 5～7日，総雨量 617�
mm）の 3期間に分けて分析した。一方，R1豪雨で
は 7月 18日 6時～19日 4時の総雨量が 103 mm，20
日 13時～21日 21時の総雨量が 168 mmであった。
両豪雨とも久留米市街地で内水氾濫が発生し，道路の冠
水による通行止めや家屋の浸水などの被害が生じた5）,6）。

III.　�筑紫野地区における田んぼダム導入効果
の評価

　H30豪雨時に筑紫野地区で観測された田んぼダム
実施区からの排水削減量4）をもとに，筑紫野地区のす
べての水田に田んぼダムが導入されたと仮定した場合
の水田地域全体からの排水削減量を推定した。なお，
ここでは総雨量 100 mmを超える豪雨を対象とした
ため，水田による排水削減効果の差は小さいと考え，
対象水田の値を地区全体に適用した。
　筑紫野地区からの排水削減量が宝満川流量に与える
影響を寄与率C（%）として,次式で推定した。

　C= {Q0（t － td）－Q（t － td）}QH（t）
×100………………（1）

ここで，QH（t）は時刻 tにおける宝満川流量（m3/s），
Q（t）は田んぼダム実施時の地区全体からの推定排水
量（m3/s），Q0（t）は田んぼダムを実施しない場合（現
在）の排水量（m3/s），td は到達遅れ時間（h）である。
豪雨期間中の各時刻における田んぼダム実施区と非実
施区からの単位面積当たりの排水量をそれぞれ地区の
水田面積で乗じ，前者をQ（t），後者をQ0（t）とした。
Q0（t）－Q（t）は田んぼダム導入による地区全体からの
排水削減量であり，値が大きいほど各時刻における排
水抑制効果が大きいことを意味する。また，筑紫野地

区から宝満川の流量観測点（端間観測点）までの流下
距離は約 16 kmであり，筑紫野地区の排水が流量観
測点に到達するまでの遅れ時間を考慮する必要があ
る。豪雨時の河川流速の観測が困難であったことから
tdを 1 h，2 h，4 h（それぞれ流速4.4 m/s，2.2 m/s，
1.1 m/sに相当）として計算した。
　各降雨における寄与率の計算結果を図-3に示す。
なお，降雨1，2と降雨 3で縦軸のスケールは異なる。
寄与率が大きいほど，田んぼダムの導入が河川流量の
減少に大きく寄与することを表している。また，寄与
率がマイナスになる時刻は，田んぼダムの導入によっ
て河川流量が増加することを示唆している。降雨 1，
2では降雨期間中の寄与率が 2～10％前後で推移し，
降雨終了後に寄与率がマイナスになった。このことは
降雨期間中の田んぼダムの雨水貯留により河川流量が
低減し，降雨終了後に貯留された雨水が排水されたこ
とを意味しており，田んぼダムが河川流量の低減に寄
与したことを示している。一方，降雨3では，河川流
量がピーク流量になる直前に寄与率がマイナスになる
期間が発生した。降雨3は降雨強度が大きい後方集中
型の降雨であったため，降雨初期で水田の空き容量を
消費し，降雨ピーク時には水田が雨水で満たされてい
たことが影響したと考えられる。
　豪雨時に田んぼダムの雨水貯留機能を効果的に発揮
させるためには，降雨ピーク時まで水田の空き容量を
十分に確保しなければならない。後方集中型の豪雨に
おいて水田の雨水貯留機能が低減することは，田んぼ
ダムを導入していない他の水田地域でも観測されてい
る7）。ただし，田んぼダムの場合，雨水を積極的に貯
めて水田水尻からの排水を抑制する構造であるため，
通常の水田よりも湛水位の低下速度が遅い。そのため，
一度湛水すると短い無降雨期間では空き容量が回復せ
ず，その後の降雨を貯留することができない。降雨ピー
ク時の水田空き容量を確保するためには，排水路の設
計流量以下の降雨は積極的に水田から排除することが
望ましい。今後は，排水路設計流量に基づいた田んぼ
ダムの水尻堰板の設計を検討する必要がある。

IV.　�小郡地区における水田地域の雨水貯留量
の推定

　低平地である下流域の小郡地区では，H30豪雨と
R1豪雨で幹線排水路が溢

いっ

水
すい

し，周辺の水田域一帯が
冠水することで大量の水が貯留された。水田の雨水貯
留機能は畦畔に囲まれた範囲に雨水を貯留することを
想定しており，このような地域全体での貯水は考慮さ
れていない。ここでは，本地区で発生した水田地域全
体での貯水効果を定量的に分析した。
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　写真-1はR1豪雨時に撮影された冠水の状況であ
る。幹線排水路は宝満川とほとんど高低差なく接続し
ているため，豪雨による宝満川の水位上昇の影響（背
水）を強く受けたと考えられる。連続撮影の結果から，
雨が激しくなってから約 1時間で幹線排水路が溢水
し，冠水は約10時間続いたことが明らかになった。
　幹線排水路内に設置した自記水位計の結果による
と，ピーク時には道路から約 1.2 mの冠水が発生し
ていた。豪雨後の現地踏査ならびにDEM（数値標高
モデル）との比較から，冠水域は北側と東側を幹線道
路と台地，南側と西側を堤防に囲まれた約25 haの水
田域であると推定された（図-4）。R1豪雨と比較し

図-3　宝満川流量と寄与率の変化
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写真-1　�平常時（上）とR1豪雨の冠水時（下）における�
小郡地区の幹線排水路の様子

図-4　小郡地区の推定冠水範囲（点線枠内）
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て総降雨量が大きかったH30豪雨についても，同様
に冠水が発生し，ピーク時の水位は約2 mであった。
それぞれの降雨ピーク時において，観測水位が冠水域
全体に均一に溜まっていたと仮定し，各地点のDEM
（5 mメッシュ）との差分から冠水域内の貯水量を計
算した結果，H30豪雨では約 54万m3，R1豪雨では
約 34万m3と推定された。これらはそれぞれ540 ha，
340 ha の水田（小郡地区全体の水田面積の1.8～2.8
倍）に 10 cmの雨水を貯留したことに相当する。
　なお，冠水域内には住宅は存在せず，人的被害や家
屋被害は生じていない。また，10時間にわたる冠水
であったが水稲生育にも大きな被害は出なかった。こ
の結果は，短時間の冠水であれば水稲生育への被害は
軽微であるとする既往研究8）の結果とも一致する。

V.　お わ り に

　本報では，H30豪雨，R1豪雨の被害を受けた宝満
川流域を対象に水田地域における雨水貯留の実態を調
査・分析した。現在の水田地域における雨水貯留機能
は，水田畦畔に囲まれた範囲に雨水を貯めることを想
定している。しかし，100 mmを超える豪雨に対して
は，小郡地区で観測された水田地域全体での面的貯水
を実施することで，流域全体（特に下流域）の豪雨被
害軽減にさらに貢献できる可能性がある。
　一方で，分析対象の両豪雨において，小郡地区対岸
に位置する大型ショッピングセンターでは施設全体が
冠水し，長期間の営業停止を余儀なくされた。農村に
おいて多様な住民が快適な生活環境を確保するために
は，今後も宅地や商業施設の開発は避けられず，農地
は減少することが予想される。そのような状況におい
て，これまで農地が担っていた雨水貯留機能を何らか
の方法で補完しなければ，豪雨被害が今後さらに増大
する恐れがある。人的被害や家屋被害を生じさせず，
水田地域全体での雨水貯留機能を発揮させるために
は，水田を集約することで水田地域としての貯水機能
を強化する必要がある。近年は水田の汎用化や転作に
より，水田地域内に水田以外の畑や施設園芸が点在し
ているが，豪雨対策の観点では面的貯水が可能な水田
地域を温存することが重要である。
　なお，豪雨時に積極的に貯水を行う水田地域の農家
に対しては，補償を講じる必要がある。短期間の冠水
では水稲生育に大きな被害は出ないことが確認されて
いるが，冠水は農家にとって明らかなリスクであり，
仮に収量に影響がなくても精神的な負担を強いること
になる。冠水によって減収が生じた際の補償はもとよ
り，仮に収量被害が出なかった場合でも，冠水対応を
実施した際にはいくらかの協力金を支払うことで農家

の同意が得られやすくなると考えられる。
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